
事 務 連 絡 

令和４年７月 11 日 

 

各都道府県・指定都市教育委員会指導事務主管課  

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課  御中 

各国立大学法人附属学校事務主管課 

 

文部科学省初等中等教育局 

参事官（高等学校担当）付 

産 業 教 育 振 興 室 

 

建設業若年者理解・定着促進事業（つなぐ化事業）の 

教育機関に対する周知について（依頼） 

 

 平素より産業教育の振興に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 この度、厚生労働省職業安定局建設・港湾対策室より、別添のとおり、若年者

の建設業に対する理解や入職促進を図ることを目的として、昨年度に引き続き、

意見交換会や出前授業などを通して主に工業に関する学科を置く高等学校の生

徒・教師等と建設業界がつながる機会を設ける事業（建設業若年者理解・定着促

進事業（「つなぐ化」事業））を実施することから、本事業の周知及び参画の協

力依頼がありました。 

 つきましては、本事業について御了知いただくとともに、都道府県教育委員会

においては、所管の学校及び域内の高等学校を設置する市町村教育委員会に対

し、指定都市教育委員会においては、所管の学校に対し、都道府県私立学校主管

課においては、所轄の学校及び学校法人に対し、附属学校を置く各国立大学法人

附属学校事務主管課においては、その管下の学校に対し、このことについて周知

いただきますようお願いします。 

 なお、本事業への参加を希望する場合は下記ホームページへアクセスいただ

きますようお願いいたします。 

また、御不明な点などございましたら、厚生労働省職業安定局雇用開発企画課

建設・港湾対策室建設労働係へ直接お問い合わせくださいますようお願いしま

す。 

 

※「つなぐ化」事業 ホームページ（https://tsunaguka.chosakai.jp/） 

 

【本件担当】 

初等中等教育局参事官（高等学校担当）付 

産業教育振興室産業教育係 03-5253-4111（内線 2384） 



 

職 建 発 071 1 第 １ 号 

令 和 ４ 年 ７ 月 11 日 

 

文部科学省初等中等教育局 

参事官（高等学校担当）付産業教育振興室長 殿 

 

 厚生労働省職業安定局          

雇用開発企画課建設・港湾対策室長  

（ 公 印 省 略 ）     

 

建設業若年者理解・定着促進事業の教育機関に対する周知の協力について 

 

日頃より、職業安定行政の推進に御協力いただき御礼申し上げます。 

さて、建設業においては、全就業者に占める若年層の割合が他産業に比べ低いことや、新

規高等学校卒業者の入職３年後の離職率が他産業より高いことなどから、次世代の担い手の

確保が重要な課題の１つとなっております。 

また、若年入職者の伸び悩みや早期離職の要因として、就職先を決定する過程において、

建設業界について知りたい情報を十分に得る機会が少ないことが挙げられます。 

このため、当省では、若年者の入職・定着促進を図るため、平成 30 年度から「意見交換

会」や「出前授業」など、高等学校等の先生・生徒と建設業界がつながる機会を設ける建設

業若年者理解・定着促進事業（以下「「つなぐ化」事業」という。）を実施し、昨年度は、工

業高等学校等を対象に 158 回の事業を実施いたしました。 

つきましては、今年度においても、下記のとおり、都道府県教育委員会、市区町村教育委

員会並びに都道府県担当部局及びその管下の高等学校等（以下「教育委員会等」という。）

に御周知の上、「つなぐ化」事業へ御参画いただくよう、お取り計らいの程お願い申し上げ

ます。 
 

記 
 

○事業の周知・参画について 

・「つなぐ化」事業の周知に際しては、本事業の概要資料（別添１）及び周知用リー

フレット（別添２）と併せて教育委員会等に周知いただきたいこと。 

・「つなぐ化」事業への参加を希望する際には、以下のホームページへアクセスする

よう周知いただきたいこと。 

 

※「つなぐ化」事業 ホームページ（https://tsunaguka.chosakai.jp/） 

 

 

 

<連 絡 先> 

厚生労働省 職業安定局 

雇用開発企画課 建設・港湾対策室 

 建設労働係 末廣 suehiro-kouji@mhlw.go.jp 

       深澤 fukazawa-kenshirou.rj0＠mhlw.go.jp 

TEL：03-5253-1111（内線 5804） 

https://tsunaguka.chosakai.jp/
mailto:suehiro-kouji@mhlw.go.jp
mailto:%20fukazawa-kenshirou.rj0＠mhlw.go.jp


◇ 建設業においては、他産業と比べ高齢化が進行している中、新規高校卒就職者の就職後３年目までの離職率は常に全産業、製造業を

上回っている。

◇ 離職の背景には就職先を決定する過程において、知りたい情報を十分に受けられていないということが挙げられているため、若年者

の建設業に対する理解を深め職場定着を促進するため、若年者と建設業界がつながる機会をつくる。

建設業若年者理解・定着促進事業（「つなぐ化」）の実施

若
年
者
の
建
設
業
で
の
定
着
促
進

若年者の建設業に対する理解や定着促
進を図るため、高等学校等の先生・生徒
と建設業界がつながる機会をつくるとと
もに、取組事例の周知広報を図る。

若年者－建設業界の「つなぐ化」

Ｒ４予算額 0.3億円（Ｒ３予算額 0.3億円）
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＜建設業に対するイメージ＞

＜国土交通政策研究所:「国土交通分野の将来見通しと人材戦略に関する調査研究」（一部抜粋）＞
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＜新規高校卒就職者と３年目離職状況の推移＞

＜文部科学省「学校基本調査」＞
なお、就職後3年以内の離職状況は、厚生労働省職業安定局とりまとめ
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